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地域と協働する学校安全共育プログラムづくりの事例検討  

―小学校における登下校のヒヤリハットに基づく危機管理体制の実践的介入―  

 

 

                             八 木 利 津 子  

 

1. はじめに  

 

今日の学校現場では、予期せぬ災害や事件事故が発生し、安心・安全な場所とは言い難い現

状がある。重大な事件事故を防ぐためには、日頃発生するヒヤリハットの予防対策を考慮して

いくことが望ましいと考える。今日、ヒヤリハットの研究は、労働災害や交通事故防止活動に

とどまらず、医療系や福祉系の対人援助職においても、その臨床実践を検討する際に広く使用

されている 1)。 

実際、教育領域の学会等でも取り上げられることが多くなり、養護教諭が職務中に体験した

ヒヤリハット事例を中心に、救急処置時の対応策・改善策の検討方法、学びを生かすための方

策を中心に紹介されている 2)。これらの情報連携や意見交流を通じて、養護教諭はヒヤリハッ

トに関わる事例を蓄積することも可能となっている 3）。徳山氏によれば学校現場では、重大な

災害や事故につながる可能性のある事例に遭遇することが多々あり、「危機管理の 99%は事前

の危機管理である」と述べている４ ）。したがって、重大な事故を防ぐためには、日頃発生する

ヒヤリハットを、発生の段階で対処することや常に予防対策を考慮していくことが求められて

いると言えよう。  

しかし、現状では、一校に一人もしくは二人である養護教諭は数々の「ヒヤリハット」を経

験しても、それを共有する場面が少ない。そのため、これまでのヒヤリハットを通して、その

省察や教訓を踏まえ養護教諭に求められる危機管理と校内体制について改めて捉え直すきっ

かけとしたい。 

 

2. 研究の背景 

 

文部科学省より発表された中央教育審議会答申（2008）では、学校保健活動の推進に当たっ

て養護教諭は、中核的な役割を果たす関係職員等とのコーディネーター的役割が明文化された。
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2009 年度の学校保健安全法施行においても、養護教諭の職務として、強調されている連携の強

化やコーディネーター的役割・学校保健活動並びに養護活動において、学校保健経営、保健室

経営を基盤に危機管理の視点をより具体的に位置づけ明確化することが求められている。特に、

学校の危機対応においては、“連携”をキーワードにチームで動くことが重要であり、養護教

諭の専門性を発揮するところは、積極的な準備の推進者となり、救急処置やメンタルケアで学

校危機に対する中核を担うコーディネーター力（調整力）が重要視されている。 

しかし、教育現場の養護教諭は、これまで子どもたちの心身の健康保持・増進のために安全

と安心の確保を主眼に置き取り組んでいるものの、日々の応急措置などいわゆる事後措置に追

われている。そのため事後の危機管理についての協議や研修会はよく行われているが、予防的

な観点から危機回避の育成に関わる検討などの機会は少ないと推察できる。 

一方、秋光・白木（2010）によれば、学校組織における養護教諭の役割・位置づけ・権限を

より明確にすることの必要性 5）が提言されており、多忙さや職務内容の多様化に困惑している

と予測される。また、山田・橋本（2009）は、今日の養護教諭は、広い職務に振り回され、養

護教諭としてのアイデンティティを見失う事態に陥っているといっても過言ではない６ ）と述

べている。 

このような状況下で養護教諭は、学校緊急時の対応において組織で動くことが重要であり、

いかに校内体制を強化していくかが求められる。そこで、養護教諭による自校のヒヤリハット

体験の発信が、外傷の重症化予防に繋がり、緊急時の組織体制づくりの一助となり得るかどう

かを実践的に検討する。 

 

３．研究の目的 

 

養護教諭が経験したヒヤリハットを報告書にまとめることで、ヒヤリハット軽減のための課

題を見出すとともに、今後の備えとして課題解決のための方策を客観的に考察する。 

そして、ヒヤリハット事例の教訓を生かして教職員へ伝達する時には、緊急時におけるコーデ

ィネーター的役割の一環として“学校と地域との連携力”を強化していくために何が必要か検

証する。 

 

４．対象と方法  
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 調査時期：2018 年４月～2019 年７月   

対象：登下校中に負傷した K 小学校の特別支援学級 2 年男児 A 児と 1 年 B 児・教職員  

仮説：養護教諭によるヒヤリハット体験の伝達を通して、教職員研修の充実を図ることによ

って、児童の命や健康保持のための緊急体制の整備や危機対応に有効となり得る。  

 

4－1 方法①：Ē 市 K 校の養護教諭に過去 1 年間におけるヒヤリハット体験について聞き取り

調査を行い、徳山美智子氏が提唱する危機管理の「３つの観点シート」に基づき「問題点・

対策法・役割」から意味単位の頻出語句を抽出し、教職員へ伝達する内容を分析する。  

 

4－2 方法②：ヒヤリハットの分析結果からその要因を明らかにし、教職員への伝達事項を整

理する。その際、「発生前・発生時・発生後」の視点 (区分 )で伝達することは、緊急時の校内

組織体制づくりに有効かどうか考察を加える。  

方法①と②の結果に基づき、明らかになった安全共育のための重要項目を抽出して、K 校

の実態に応じた安全共育プログラムに必要なフローチャートやアクションカード（緊急時対

応シート）を作成し、教職員研修に活用しその有効性を検証する。  

 

５．倫理的配慮  

 

本調査ならびに実践的検証を実施するにあたっては、所属機関の倫理指針に基づき所属長の

承認を得るとともに個人情報を遵守し、事前に研究の趣旨など説明を行い、同意が得られた対

象者を調査対象とした。聞き取りは匿名化されたデータをもとに分析を行った。データは研究

のための保管期間終了後、破棄する。（承認番号：19 桃教大総 15-3）  

 

６．調査結果  

 

6－1 結果①  

養護教諭への聞き取り調査の結果、2 事例のヒヤリハット体験があげられた。いずれも登下

校中の事例であった。発生状況の把握が難しい特別支援学級 A 児と低学年 B 児が負傷した登下

校中の２事例について概要を表１と表 2 に示す。 
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表１ 事例１：下校中に児童が用水路に転落した事例  
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表 2 事例 2：発生状況の把握が難しい特別支援学級の低学年児童が登校中に負傷した事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３には 2 つのヒヤリハット体験事例について聞き取り調査により作成した報告書の中で、

2 回以上出現した語句を頻出語句として表記した。 
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表 3 ３つの観点シートに分類した頻出語群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6－2 結果② 

３つの観点にある「発生前・発生時・発生後」の縦軸と「問題点・対策・役割」の横軸で状

況を書き出すことで、ヒヤリハット要因が連想しやすく、教職員へ伝達すべき重要項目が判明

した。本事例では病院受診するほどではなかったものの、もし大けがをしていたらヒヤリとし

た。本事例のように配慮を要する児童や低学年が泣いて保健室に来た場合は、状況把握が難し

い。さらに、登下校中のけがについては、擦り傷程度の軽症が普段から多いため、簡単に聞い

て終わらせることが多かった。 

しかし、３つの観点シートで分析することによって、発生前・発生時・発生後に共通する出

現語句は、実態(問題点)区分では【通学サポーター】、対策区分では【保健室】のみであり、登

下校中のけが予防には保健室と通学サポーターとの連携が必須であることが判明した。登下校

中の危機管理を促進する上で、担任や保護者へ伝達する重要項目として、地域との繋がり強化

についての整理が容易になった。 
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6－3 結果③  

ヒヤリハット事例の要因である連携不足や情報発信について課題解決するために教職員研

修内容を整理した。登下校の緊急時対応のために学校と通学サポーターの連携を強化する上で

重要視した 6－3－1～6－3－4 の視点をフローチャート(図１)に示し、図２のアクションカー

ドに反映した。 

 

6－3－1 緊急事態に対する“準備力”（図 1 の①） 

緊急時マニュアルの点検不足や緊急時シミュレーションによる教職員のスキルアップや校

内外研修による教職員の意識改革と緊急時対応の意識向上を図る。 

 

6－3－2 養護教諭の“発信力”(図１の②) 

受傷時の手当てや救急搬送指示、保護者との関わりは、主に、養護教諭がリーダー的役割を

担っているが、報告・連絡・相談は、担任教諭や管理職と行い、通学サポーターなど第一発見

者はじめ当事者全員で、今後の対応等を話し合う機会を作ることができていない。それは、養

護教諭の発信力不足が大きな要因である。早い段階で、養護教諭が発信源となり、「話し合い」

による“振り返り”を行う体制づくりを行うべきであった。 

 

6－3－3 学校と通学サポーターによる「話し合い」と“振り返り”(図 1 の③) 

ヒヤリハット事例かどうかの検討や客観的視点で省察不足があった。 

 

6－3－4 登下校時の緊急時における“学校と地域の行動連携や情報連携”(図 1 の④) 

危機対応の見直しは不可欠で、学校組織における危機管理体制を確保する必要性があった 

 

  ３つの観点シート分類により見出された組織体制の課題を明文化し、①準備力強化に必要

な②養護教諭の情報発信や、これまで意識が薄かった通学サポーターとの情報共有を重視し、

③ヒヤリハット省察（事象の振り返り）を盛り込んだ。話し合い後は、通学サポーターを中

心に地域ボランティアと共に児童の安全確保ができるよう④行動連携の見直しを改善目標

に位置づけて、登下校時の危機対応のためにフィードバックの方策を可視化した。 

 



桃山学院教育大学研究紀要 第 2 号 2020 年 

- 211 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 登下校時の危機対応フローチャート(八木作成) 
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       図 2 アクションカード・八木改編 2019（K 小学校所管 E 市モデル） 

 

７．考察  

 

文部科学省の「学校における防犯教室等実践事例集」において、危機管理とは、人々の生命

や心身等に危害をもたらす様々な危険が防止され、万が一、事件・事故が発生した場合には、

被害を 小限にするために適切かつ迅速に対処すること 7）と定義されている。 

本事例を通して実践した「養護教諭が行うフローチャート活用による情報発信」に関する研

修後は、報告会に参加した教職員からアクションカードを使用することのメリットを多数挙げ

ている。それぞれの役割について報告会で明確化したことで、危機発生時の体制や対応につい

て教職員が段階的に話し合いを深め、一定の効果が得られたのである。 

今後児童が登下校中に危機遭遇する場面が万が一生じた際には、多面的な方策を構想してい

く上で発生前・発生時・発生後の３観点シートからの報告書作成は有効であると考える。業務

に追われている教育現場の現状であっても適切に協議時間を確保し、適宜対応の確認や振り返
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りが進行しやすい観点シートやフローチャートと言えよう。さらに、フローチャート活用によ

りチーム支援における教職員の役割分担を明確に示していくことで、個々の危機対応への自覚

を促すだけではなく、本研究の目的で示したように、学校と地域が協働するために適切な組織

体制を整えていく面からも有効であろう。そして、これまでのヒヤリハット体験から学んだこ

とや校内研修におけるシミュレーション体験が貴重な教師体験となり、積み重ねる大切さを認

識していくのである。 

今回３つの観点シートを活用しヒヤリハット報告書を作成したことで、リスクマネジメント

やクライシスマネジメントを見直すよい機会となった。しかし、緊急時は、いつ、どこで、誰

に起こりうるか予測不能なであることを考慮すると、平時からマニュアルを整備し、定期的に

見直すことが必要である。そのためには、学校組織内に、危機管理部門を常設し、学校として

さまざまな危機に対する適切な管理体制を確立することが必須となる。 

調査対象校の養護教諭は若年であり、小規模で事故や病院へ緊急搬送する事例を経験したこ

とがない。そのため登下校時に想定していなかったヒヤリハット事例を体験したことで、緊急

時の校内体制の確立が必要性を強く実感している。養護教諭は要請されたが重傷には至らなか

ったヒヤリハットを省察することが、危機管理の校内体制を整えるきっかけになる。登下校中

の負傷は、登校班の班長や高学年が連れてくる場合も多いため、応急手当と同じタイミングで

発生状況（走っていなかったのか、溝や段差など危険なものはなかったのか）などの確認をし

て、どのようにけがをしたのか把握することが重要である。泣き叫び処置を拒否しようと暴れ

ている様子を見て、担任教諭にすぐ応援を頼み、怖くないという安心感を与えることも必要で

あったと省察される。口腔内の確認の時に自分の唇を噛みそうになったり、振り回していた手

を周りものにぶつけたりする危険もある。興奮状態にある場合、落ち着かせることも重要だが、

処置が優先される場合もある。そのような時に適切に安全な処置をするためにも、担任の協力

は必要で、そのためにはヒヤリハット要因を明示することが有意義であり、担任も保護者への

連絡時に説明しやすいと考えられる。登下校中は学校の管理下にありながら、教員が把握しづ

らく命に関わるけがを負うケースも想定できる。 

そのような場合に「３つの観点シート」は、研修資料としても今後、有用になるだろう。そ

して、多様な危機事例については観点シートの分析で得られた結果から、外傷の状態と周囲の

児童や通学サポーター（地域ボランティア）を含めた聞き取り情報を正確に把握し、即時に教

職員間で情報共有し周知することが望まれる。また、既存の保健部会や生徒指導部会において、

養護教諭がこのシートを活用して、効率的に児童の安全行動に資する情報発信を行うことが実
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現可能と言える。今後も継続的に活用することによって、緊急時の教職員集団体制づくりに役

立てるように改善点を見出していく。 

 

８．課題と展望  

 

本事例を通して、上手く表現できない低学年は支援員の先生や地域の人や周りにいた上級生

が関わることが多いので、周囲への聞き取りから状況把握に努めることである。正確な情報を

引き出すことを念頭に置き、児童自身が考えて説明できるように問診の方法を工夫する必要も

ある。外傷の程度や状態から適切にアセスメントするために、他にはどのように転倒事例があ

ったかなど、分析し対応の基本に立ち戻りたい。そして、K 小学校の通学サポーター（地域ボ

ランティア）を対象に早急にヒヤリハット事例の調査等を行い、地域と学校が手を携えて安全

教育活動の具現化に向けて立案した研修計画により児童の安全確保を図ることが肝要である。

今後も地域ボランティアと教職員が共通する課題を共有し実態に応じた安全共育プログラム

の検討をさらに推進することが期待される。  
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A Case Study of a Regional Collaborative Development of 

a School Safety Education Program: 

Implementation of a risk-management system based on near-miss incidents 

occurring during the walk to and from elementary schools 

 

                                 YAGI Ritsuko 

 

Practical risk experience of school nurses can lead to the prevention of severe injuries and assist 

in the establishment of organizational response systems in times of emergency. This analysis 

considers three point sets. 

The three point sets on the vertical axis are "before, during, and after" with “issues, 

countermeasures, and roles” on the horizontal axis. From the analysis results, frequently occurring 

phrases in “issues” were “school supporters” (commuting and road traffic safety volunteers), and 

in “countermeasures,” the phrase “health room” appeared. 

For school injury prevention, collaboration between the health room and school supporters found 

is required. This suggests that a key to injury prevention is the cooperation between health room 

school nurses and safety volunteers. 

To consider a multifaceted strategy in the future, when children encounter crises it is essential to 

analyze the situation from the three point set of “before, during, and after.” 




